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3.江 沢民=朱 鎔基政権下の政策展開(1993-2002):再 分配メカニズムの構築に向けて
おわ りに
はじめに
1970年 代末に始まった改革 ・開放政策の下で、中国は1979-1999に かけての20年 間の実質










世銀報告書の算出によると1981年 の0.28か ら1995年 には0.38に 拡大 し、1998年 には0.42に 達
した とい う2。換言すれば20年 前には貧困を共有 していた平等社会から急成長に伴い格差も急
1さ しあ た り中兼(1996)に よる 先 行研 究 サ ー ベ イ を参 照。 そ の 後 も多 くの成 果 が 生 まれ て お り、 な か





土地面積(万 雌:%) 人口(万 人:%) GDP(億 元:%) GDP1人(元:指 数)
東 部 129.83(13。5) 53622(42.4)57749(59.4)10770(1.00)
中 部 285.25(29.7)43940(34.8)26266(27.0)5978(0.56)
西 部 545.10(56.8)28666(22.7)13203(13.6)4606(0.43)
東 部:北 京 ・天 津 ・河 北 ・遼 寧 ・上 海 ・江蘇 ・浙 江 ・福 建 ・山東 ・広 東 ・広 西 ・海 南
中部:山 西 ・内蒙 古 ・吉 林 ・黒 竜 江 ・安 徽 ・江西 ・河 南 ・湖 北 ・湖 南
西 部:重 慶 ・四川 ・貴 州 ・雲 南 ・西 蔵 ・陝 西 ・甘粛 ・青 海 ・寧夏 ・新 疆
出 所:大 西(2001)に 基 づ き 筆者 作 成
原 出:『 中 国 統 計 年 鑑2001年 版 』
表2全 国GDPに 占める割合の推移(%)
沿海地方 内陸地方
全 国 東 部 中 部 西 部
1978 100 52.5 30.78 16.72
1985 100 52.8 31.08 16.12
1990 100 54.0 29.85 16.15
1995 100 58.3 27.55 14.15
2000 100 59.4 27.02 13.58
出所:『 中国統計年鑑』各年版から算出
拡大 し、今 日では危険水域に入 りつつあることになる。
格差拡大の問題は角度を変えると、経済成長の果実をどのように分配するか、つま り、成長








分配の公平を優先すると成長部門(地 域)が 衰退部門(地 域)の 犠牲とな り、成長にマイナス
の影響を及ぼしうることも自明である。
では成長 と分配のバランスはいかに達成 されるのか。この疑問は従来もっぱ ら開発経済学の
分野で問われてきた。古典的な主張として、クズネ ッツ(Kuznets,1955)が 先進国における
発展過程の観察をもとに提起 した 「逆U字 仮説」がある。発展段階が低い時期には相対的に所
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得分配は平等であるが、経済発展が進むにつれて格差が急速に拡大する段階が現れ、その後次

















成 され るのではなく、政治によって決定 され うることを示唆 していると解釈可能である。敷衍
すれば、成長 と分配、そして開発に伴 う格差拡大の問題は他の開発の問題 と同じく政治学の問
題 として捉えなおす余地があ り、またそのような試みがなされるべきなのである4。 そこで以












































現するための財政制度導入 とならんで投資が行われる。(皿:)初 期投資の結果形成 された状況
に対する反作用が起こり、その結果(IV)構 造的問題の浮上と最高指導者ないし実務指導者の
交代 によ り次のサイクルに移行す る。以下ではこうした政治過程の祖型 として毛沢東時代
(1949-78)を 概観した上で、鄲小平時代(1979-92)と 江沢民=朱 鎔基時代(1993-2002)
に展開 した経済成長 と利害調整の政治過程を分析する。
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1.毛 沢 東 時 代(1949-1978)の 概 観
いわゆる毛沢東時代の30年 間にわたる営為の積み重ねが翻って改革 ・開放の初期条件 となっ
たことか ら、改革期の前提として、また地域格差是正の政治の祖型 として、その正 と負の遺産
を把握 しておくことが有益であることは贅言を要さない。以下ではおもにヤン(Yang,1997:
第2章)に 拠 りながら毛沢東時代を概観する。
1940年 代末の人民共和国建国時点において、鉱工業生産の70%が 沿海地方(と くに上海 ・
江蘇 ・遼寧)に 集中 してお り、 さらに沿海地方の うち55%が8都 市(北 京 ・天津 ・上海 ・瀋















置き、沿海 との均衡的発展を目指 し、156の 重点プロジェク ト中およそ5分 の4が 、そ して固
定資産投資予算中では56%が 内陸に配分された。 ところが、第二次五ヵ年計画の策定をめぐっ
て、高成長を指向する毛沢東 と安定成長を指向する劉少奇、周恩来、陳雲ら実務指導者の間で
亀裂が生 じ、その後、政治面では毛沢東の主導する時期 と集団指導の時期のサイクルが繰 り返
された。短期間に終わった実務指導者による集団指導の時期には、中央集権的経済管理を前提











が実現可能 となることを示 し、中国政治における一つのパターンを創 り出したのである。
1960年 代半ば以降は毛沢東が主導権 を掌握 し、内陸傾斜政策が実施 された。なかでも、






担当する 「徴収コス トの安価な属地的枠組」であるいわゆる 「分級管理」システムが形成 され
た(田 島、2000:80)。 そして、地方政府が徴収 した歳入についての分配方式は 「収入を総額
分割 し、一年に一度定める」(総 額分成、一年一定)方 式が長 く用いられた。 これは地方財政
収入の総額を額の多寡に関わらず一定率で中央上納分と地方留保分に分割する方式である。一
年に一度定める点では煩瑣であるが、不安定な時期が続いたため柔軟であることのメリットが
大きく、大躍進から調整期を経て文革期に至る分権期 ・集権期 ・分権期のサイクルを通 じて手










2.郵 小平時代(1979-1992)財 政請負制度 と沿海発展戦略
(1)開 発 イデオ ロギー と初期改革
鄲小平時代の時代精神 として 「先富論」がよく挙げられるが、開発イデオロギーとしては毛
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A「 実事求是」と初期改革












きよう(三 宅、1996・1997)。 そ して地方 ・末端での自発的な改革が契機 となり、中央によっ
て農作物の政府買付価格が引き上げられるとともに人民公社体制下の集団農業政策が一部緩和、
そしてさらに自由化 されたことで、農民の生産意欲はかつてなく刺激 され、農業生産は1984















即 して、五っの異なる方式が採用 された(王 曙光、1996:74)。 そして、これらに共通の原則
として、①財政制度は 「一つ竈の飯を食べる」(一竈喫飯)か ら 「竈を分けて飯を食べる」(分
竈喫飯)体 制に、②財政分配は 「中央」(条 条)か ら 「地方」(塊 塊)を 主とする体制に、③中










「先富論」の精神に立脚 した1980年 代の沿海優i遇政策の理論的根拠として1982年 に提起 さ
れた 「梯度論」がよく知られている。同論によると、中国には経済発展 と技術 レベルの観点か
ら三つの地区が存在する。相対的に発展 した 「先進技術区域」、中間状態の 「中間技術区域」、
経済的に後進的な 「伝統技術区域」である。 こうした状況に鑑み、先進技術の受容 と対外開放
は、「先進技術区域」から着手 し、徐々に 「中間技術区域」「伝統技術区域」に普及 ・転移 して
いくのが、比較的効率的である。 さらに、経済発展に伴い、技術の地区間の転移は加速 し、地
区間の格差はこれにより縮小する。 この理論は第七次五ヵ年計画(1986-1990)に 盛 り込ま
れた。計画の建議においては、計画期間中と1990年 代は、まず東部沿海地区の発展を加速す
ると同時に、エネルギー、原材料の開発の重点を中部に置き、西部の任務は21世 紀に行われ
る大規模;開発の基礎作 りにあるとされた(加 藤、1997:247-248)。 こうした議論を反映 して
現実の投資においても傾斜配分がなされた。第六次五ヵ年計画(1981-85)に おいては、基
本建設投資の47.7%が 、第七次五 ヵ年計画(1986-90)に おいてはさらに増加 して51.7%が
沿海部に投 じられた7。
対外開放政策の実施は、西側 とくに華人の資金 と技術の流入をあてこんで1980年 広東 ・福
建省に4経 済特区が設けられたことに端を発 した。 しかしなが ら、当時は国内でも経済特区は
実験的な性格が濃厚と見なされていたこともあって、1980年 代前半には外資は慎重であ り、
投資は緩慢 であったため、当局が期待 した効果は直ちに得 られなかった。
以上のように、1980年 代前半の初期改革が農村と対外関係の分野で先行 したのは、両分野
が計画経済システムの辺縁に位置するため強力な既得権益層 と衝突せず、相対的に実施が容易
であったからである。農村の生産 と流通の 自由化改革は直ちに瞠 目すべき成果に結びついたも
のの、対外開放は劇的な成功を収めなかった。 ところが、このことが幸い して結果的に都市 と
農村、沿海 と内陸の格差が縮小 したため、改革の支持基盤が全国的に形成され、改革派政権を
安定 させたことにひ とまず留意 しておきたい。
6従 来の内陸重視の姿勢は三線建設の縮小など1970年 代半ばにすでに一部修正されはじめていた。
7内 陸部には各計画期間中46.5%、40.2%が 投じられた。ただし全国的投資もあるため、足 しても100%
にならない(大 西康雄編、2001:10)。
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が実現した。しかも1984年 には人事権も 「下二級」から 「下一級」に改め られた。すなわち、
省 レベル正副の管理は中央の管轄、省政府、県レベルは省の管轄となった。そして中共中央が





1980年 に定められた期限の5年 間が経った1984年 、財政改革をめぐる新たな契約を結ぶ政
府間交渉が行われた。1980年 方式では結局、中央の負担は減少せず、中央財政が毎年赤字に
陥ったことから、異なる方式が必要とされていた。折から中央政府は市場化改革をさらに推進
するため、新税制 「利改税」の実験を行っており、新税制に対応 した 「税 目区分 ・収支確定 ・
各級請負」方式に改めることが目指されたのである。(94年 に開始 された現行の分税制型の原










予算の80%以 上に相当するまで発達 し、財政 リソース分散の大きな要因となった(南 部、
8趙 宏偉(1998)は 、この状況を 「重層的集権体制」の深化 と表現 している。
9高 原(1996)か らの再引用、原典は田一農(1986:367)。 なお、1984年 以前に前哨戦 とも言 うべき
制度変更が試み られていたことも見過ごせない。1980年 方式の五年一定という原貝1」にもかかわらず、実






















一方、1984年 には本格化 した体制改革 と足並みをそろえて沿海開放の拡大も深化 した。1984
びん
年4Aに は14の 沿海開放都市が指定され、1985年IAに は珠江デルタ ・長江デルタ ・閾南デ
ルタが輸出加工区をモデルにした沿海開放地区の指定を受けた。対外開放を拡大 した中国にとっ
て幸運であったのは、1985年 のプラザ合意後、 日本円に続いて韓国ウォン、台湾 ドルが切 り
上げられ、ASEAN地 域への直接投資ブームが生 じたことである。 この流れを中国に引きつけ
ようとした1986年 の人民元切 り下げ、外資導入条件の緩和、開放地域の拡大などの措置が奏































慮 もなされていた。 とくに貧困層に対する支援は1980年 代半ばか ら本格化 した。 内陸への財
政投入には従来の 「三西資金」(西北、西南、西蔵すなわちチベ ット)に 加えて、「未発達地域
支援発展資金」、「甘粛定西 ・河西地区、西海固地区重点開発建設基金」、「扶貧救済基金」など
の基金が設けられ、70年 代末から91年 まで年額平均14億 元程度が投入 された。財政補助につ
いても1980年 、少数民族地区に配慮して中央からの財政援助額を毎年10%ず つ増やす累進補







において地方政府に対 して 「譲歩」を続けたのか。直接的には、財政、地方開発 とい う政策領
域の性質上、地方政府の協力が不可欠であったことによる11。とくに財政収入に関しては地方
政府 に依存 した 「安価な財政制度」であったためなおさらであった。 しかし、より大きな政治
10「 諸侯経済」現象にっいてはさしあた り加藤(1997)を 参照。







たのである。ここでは、1980年 代を通じて総理 として、後には総書記として経済政策 と市場
化改革の実務を担当する位置にあった趙紫陽を中心に一連の過程を捉えなおすことで複雑な政
治状況の再整理か ら趙紫陽の 「変化」について考えたい。




保 していた12。彼 らの多くは改革 ・開放に対 して良くて懐疑的であり、政治改革については民
主化(「ブルジョワ自由化」)に 反対、経済改革については市場化へ反対 して計画経済の堅持を















によって利す るところの大きい沿海地方が支持者 となり、必ず しもそ うではない内陸地方政府
は積極的な支持者ではなかった。
12例 えば政治機構 としても1982年 には中央顧問委員会が設置され、1992年 まで続いた。














(財政均衡)と い う両立困難な二っの目標 を課 されていた。市場化改革が難局に至ると、事態
打開のため、中央集権化、現行の市場化改革の徹底、大幅な分権化の三つの選択肢があり得た。
最終的に1987-88年 ごろには、趙紫陽は従来の市場化改革よりも、最後者、請負制度による
生産力増大を優先 したように外部から観察された。 こうした趙紫陽の 「変化」についてはこれ
までに二種類の説明がなされてきた。後継者競争を強調するシャーク(1993)は 李鵬首相 と
の後継者競争における支持基盤拡大とい う政治的思惑から(代 理)総 書記に就任後請負制度支


















状況下で、中央政府は地方政府への依存を強めてお り、地方は リソースを自己増殖 させっっ交
渉力を増 していたのである。 さらにこの請負制度 と沿海優先の選択は、沿海地方に対するコン









(1)開 発 イデオ ロギーの変化:「 先富論」か ら 「共富論 」へ


















期に開放政策は全国化 したのである。 まず発展の停滞 していた上海 について、1990年4月 に
上海浦東地区開発が決定され、1992年 には東部沿海か ら長江沿いの港湾都市を伝 って西南部
へ と推進するシナ リオが描かれ、政策転換を象徴する巨大プロジェク トとして三峡ダム建設が
着手 された。 また、1992年 前半には 「全方位開放」として内陸の18省 都、13の 国境沿いの辺
境開放都市、6つ の長江沿岸開放都市など次々と開放都市が指定され、その各々に辺境経済協
力区、開放技術区などが設けられた。これ らの先行 した沿海開放政策に沿江(長 江流域地域)
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された。1988年 に施行された請負制は本来三年間の期限を設けていたこと、そして1990年 は
翌年からの 「第八次五ヵ年計画」と 「国民と社会発展十ヵ年計画」の草案審議の年に当たって
いたことか ら、この年には歳入分配方式を定めるべく議論 も活発化 した。こうした気運を背景

















た。「南巡講話」は地方政府に熱狂的に歓迎 され、この年、久 しぶ りに二桁の高成長を達成 し





前のインフレ率を越えつつあった。言 うまでもなく財政 ・税制 ・金融の中央集権化改革に失敗
していたことが経済の過熱化に響いたのである。 さらに財政請負制の継続の結果、1990年 代
初頭まで中央財政は赤字が拡大 したのみな らず、国内総生産(GDP)に 占める国家歳入の比
率も、1978年 の31.2%か ら1993年 には12.6%と 低下の一途を辿った。中央歳入の国家歳入 に
占める比率も、1978年 の15.5%か ら1984年 には40.5%に 達 したものの、1993年 には22.0%に
15実 際利 用 額 は1991年 の115.54億 元 か ら92年 の192.02億 元 、 さ らに93年 に は389.6億 元 に 達 した(中 国






歳 入 歳 出
中 央 地 方 中央の比率 中 央 地 方 中央の比率
1978 175.8 956.5 15.5% 532.1 590.0 47.4%
1979 231.3 915.0 20.2% 655.1 626.7 51.1%
1980 284.4 875.5 24.5% 666.8 562.0 54.3%
1981 311.1 864.7 26.5% 625.7 512.8 55.0%
1982 346.8 865。5 28.6% 651.8 578.2 53.0%
1983 490.0 876.9 35.8% 759.6 649.9 53.9%
1984 665.5 977.4 40.5% 893.3 807.7 52.5%
1985 769。6 1235.2 38.4% 795.3 1209.0 39.7%
1986 778.4 1343.6 36.7% 836,4 1368.6 37.9%
1987 736.3 1463.1 33.5% 845.6 1416.6 37.4%
1988 774.8 1582.5 32.9% 845.0 1646.2 33.9%
1989 822.5 1842.4 30.9% 888.8 1935.0 31.5%
1990 992.4 1944.7 33.8% 1004.5 2079.1 32.6%
1991 938.3 2211.2 29.8% 1090.8 2295.8 32.2%
1992 979.5 2503.9 28.1% 1170.4 2571.8 31.3%
1993 957.5 3391.4 22.0% 1312.1 3330.2 28.3%
1994 2906.5 2311.6 55.7% 1754.4 4038.2 30.3%
1995 3256.6 2985.6 52.2% 1995.4 4828.3 29.2%
1996 3661.1 3746.9 49.4% 2151.3 5786.3 27.1%
1997 4226.9 4424.2 48.9% 2532.5 6701.1 27.4%
1998 4892.0 4984.0 49.5% 3125.6 7672.6 28.9%
1999 5849.2 5594.9 51.1% 4152.3 9035.3 31.5%
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漸減 していた。 また、財政 リソースの政府 間配分 も、 中央財 政 は1978年 には47.4%を 占めて
いたが、1993年 には28.3%に 低下 した(表3、4を 参 照)。 これ ら中央歳入 の 「二つの比率」
の低下は 当局の危機感 をいっそ う強めた。加 えて、内外 の開発資金 は広東省 など投資効率の良


















な譲歩が行われた。すなわち、1993年 の財政収入レベルの保証、第九次五 ヵ年計画のは じま




ことも手伝 って1994年 は大幅な歳入増 を達成 した。1993年 の957.5億 元か ら1994年 には













成功もあるが、1980年 代の限界と1990年 の導入失敗 と比較するならば経済危機 に瀕 した新中





与えた。 これに対し、1993年 には政治的に以前 と比べ中央指導部は凝集力をもちやすい状況
にあった。1992年 の 「南巡講i話」以降、第14回 党大会までに計画経済維持派の影響力は低下
していた。また同党大会で中央顧問委員会が廃止されたことに象徴 されるように長老世代 も政







から指導体制の再構築に取 り組んだ(同 時に軍部対策もなされたのは言 うまでもない)。前者では
省委書記、省長の人事異動のみに限っても全国60ポ ス トのうち、1993年 に各11名 、1994年 に各
6・名、1995年 に省委書記4名 ・省長6名 について異動が行われ、さらに1997年 末から1998年8






18胡 鞍 鋼(1999)に 当 時 の政 治 的 背 景 の 一面 が述 べ られ て い る。 ま たEcoηo〃z絃September25,1993、
November6,1993などで進 行 中 の税 財 政 改 革 とそ の実 現 性へ の懐 疑 が言 及 され てい る。
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「中西部地区郷鎮企業発展加速に関する決定」において郷鎮企業育成のための貸付資金が設立
された。そ して1994年 には、従来の貧困対策の経験を踏まえた総合政策として、2000年 まで







1995年 初ごろから鄲小平の影響力は後退 し、独 り立ちしはじめた江沢民は、1995年9月 、
第14期 中央委員会第5回 全体会議でそのマニフェス トとして毛沢東の 「十大関係論」を踏まえ
た 「一二大関係論」を打ち上げた。「社会主義現代化建設における重大な関係を正 しく処理す
る」一二項目に挙げられたのは次の通 りである。①改革 ・発展 ・安定の関係、②速度と効率の
関係、③経済建設 と人口、投資、環境との関係、④第一次、第二次、第三次産業の関係、⑤東
部地域 と中西部地域 との関係、⑥市場メカニズムとマクロコン トロールとの関係、⑦公有制経
済とその他の所有制経済との関係、⑧所得分配をめぐる国家、企業と個人の関係、⑨対外開放






会第四回会議で承認 された 「第九次五 ヵ年計画 と2010年 までの長期計画」では、地域間バラ
ンスの追求を目標 とし、中西部地域への政策について詳述した。その第2節 「国民経済社会発
展の指導方針 と奮闘目標」第8項 において、「地域経済の協調発展を堅持 し、地域発展格差を
次第に縮小し、九 ・五計画期には内陸の発展を重視 し、格差が拡大することを緩和する政策を
実施 し、積極的に格差を縮小することに着手する」とした上で、六項 目の支援政策を挙げた。




19同 「計画」の一環として1996年10月 の決定では富裕地方 と貧困地方のカップリングによる経済協力
が進められることとな り、北京=内 蒙古、天津=甘 粛、上海=雲 南、広東二広西、江蘇=陝 西、浙江=









制i導入直後1994年 にいったんは増大 した中央政府歳入はその後1994年 のレベルには回復せず、
減少傾向を示 した後、安定 しつつある(表3、4参 照)。




ブが欠如 していた。また、企業の予算外資金が取 り消され予算内に繰 りこまれたことが1994
年の増収につながったものの、今度は 「制度外資金」が急増 してお り新たな問題 となっている。




国有企業問題が正念場を迎えていた。問題 を複雑化 したのは1992、93年 の経済ブームに乗 じ
た過剰投資のもた らした混乱である。1994年 から引締めが本格化 した後、1996年 ごろようや
くインフレ抑制 と経済成長を両立する 「軟着陸」に成功 した。ただし、過剰投資の結果、従来
の供給不足から需要不足の 「過剰経済」が生 じる一方で、経営悪化に陥った企業や投資の中断
した開発区は不良債権化 し、再び 「三角債」問題が浮上 した。っまり、各級政府は景気後退に
よる歳入減に悩んだのみならず、上述の中央政府の徴税に対する地方政府の非協力問題も加わ






分に引き上げられていなかった。か くして従来の政策では格差縮小はな らず、新たな突破 口が
必要 とされるようになっていた。1997年4月 の重慶の直轄市昇格決定はそ うした突破 口を開
ける動きとして注目された。同決定は進行中の三峡ダム建設 とからめ、五ヵ年計画で定められ
20Naughton(1997)、制 度 外 資 金 につ い て は例 え ば賈 康 ・閻 坤(1999)、 第3章 を 参 照 。
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た長江上流地域の内陸開発の拠点としての役割を期待されたものである。この時点ではまず西
南部開発を先行 させ、後に2010年 ごろ西安を中心 とした西北部の開発に乗 り出す予定であっ
たようである(1997年8,月 、重慶市での筆者のヒアリングによる)。
ところが1999年 に入 ると、 さらに大規模な内陸開発計画、いわゆる 「西部大開発」が提起
された。 この政策転換の背景には幾つかの要因が考えられる。建国50周 年 と間近に迫る新世
紀、そ して次の党大会(2002年)を 意識 した政治的アピールが一つ。98年 来のデフレ傾向に
加え、アジア経済危機により外需が期待できず、内需拡大を目指 したこと。また、WTO加 盟
を間近に控えて改革を内陸部の促進する意図も指摘 されている(加 藤、2000)。 さらに、対象
地域が従来の西部に内蒙古 自治区(中 部)、 広西壮族 自治区(東 部)を 加えた12省 ・市 ・自治
区になってお り、少数民族問題への配慮が前面に出ている21。同計画は従来の内陸開発政策 よ
りも総合的 ・体系的であ り、市場メカニズムに基づいた開発を目指している。ただし、資金面
では、500億 元規模の 「西部開発債」の発行 も着手されているものの依然として厳 しい状況に




代の指導者 はその時々の問題意識に則 り、成長 と分配のバランスを取るためさまざまな取 り組
みを行ってきた。ポス ト毛沢東時代には社会秩序の安定 と経済成長の持続が中国共産党による
統治の正統性の根拠 となっただけに成長 と分配、中央統制 と地方政府の活力のバランスなどの
ジレンマはいっそ う深まった。
地域間再分配をめぐる基本的な開発イデオロギーは、毛沢東時代の 厂均富論」、登区小平時代
の経済効率を重視する 厂先富論」から、1990年 代半ばには公平に配慮する 「共富論」へ と変
遷 し、これに伴い、地域開発計画は内陸重視の 「三線建設」から 「沿海地区経済発展戦略」、










込む複雑な合従連衡の権力闘争を伴 うダイナ ミックな政治過程が展開される。 しかも、改革期










したがって、格差問題についても成長 と分配の優先順位の決断と決断に伴 う利害調整 という
政治の問題であると捉えることが必要であり、本稿では経済学では照射 されることのない政治














一例を挙げると改革開始時点か ら絶対的貧困層は大幅に縮小 した。世銀は2億7000万 人から
7000万 人に縮小 したと算定 している(WorldBank,1997a)。 しか し、縮小は経済成長によ
るパイの拡大の賜物であって、制度化された再配分メカニズムの機能によるものではない。 し




加速へ踏み切 り、請負制度を拡大 し、沿海発展戦略を打ち出 した。ところが鄰小平が予定外の
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価格改革前倒 しを要求 したことによりシナ リオに狂いが生じ、実施面でも混乱を引き起こした。
一方で地方政府は着実に経済政策面での発言力を高めてお り、天安門事件後も成長と改:革に重
点を置く鄲小平の存在により、中央集権化が 目指 されなが らも財政請負制度の修正にまで踏み




1992年 からの改革 ・開放の再加速は経済混乱 と格差拡大の激化をもたらし、農村部の農民




いのほうが大きい。これを一っの契機 にかつての社会秩序の不安定化か ら立ち直 り、中央の権





の 目論見は外れたと言わざるを得ない。2001年 度についても2516億 元 と大幅な財政赤字が生
じたことからうかがわれるように(中 国統計年鑑2002年 版)、 西部大開発は実施段階に入った
ものの、資金的にも政治的にもまだまだ不安定要素が多い22。また2001年 秋念願 のWTO加 盟
実現によって、脆弱な内陸産業、とくに農業の問題が改めて優先課題 となった(2002年 度政







加えて、改革期を通 じて市場化の進行 とともに財政から金融へ とマクロ政策手段の比重がシ
フ トす るなか、金融制度の整備問題は深刻化 している。1997年 のアジア経済危機の教訓は金
融制度の整備の必要性であり、その前提は不良債権整理である。マクロ政策でできることの限












優れた政治経済体制 とは国内の活力 と多様性 とを保ちなが ら秩序 と安定とを与えるものであ
り、中央 と地方の関係においては地方の活力を保ちなが ら富の再分配を行 うものである。趙紫
陽がかつて試み、江沢民 ・朱鎔基が導入に成功 した分税制は良き統治の礎 となる可能性を持つ。
それだけに胡錦濤=温 家宝新指導部は、構造的格差へのマクロ、メゾ、 ミクロの噛み合った体
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